
日本労働研究雑誌66

　本書は，著者が 2018 年に東京大学大学院教育学研
究科に提出した博士論文「専門職大学院ビジネスス
クールにおける知識の移動に関する研究―省察的実
践論から見る日本型ビジネススクール成功モデルの構
築」をもとに，一般読者向けに改稿した解説書であ
る。解説書とは著者の弁であるが，解説書と言うには
あまりにも専門的であり，十分なる学術書である。
　さて，著者は，どのような新たな学術的知見を生み
出したのか，それを紐解いていこう。本書で特筆すべ
き点は，独自に打ち立てた「トリプルループ学習理
論」にある。ただこれは，アメリカのドナルド・
ショーンの「省察的実践」の理論にもとづいている。
ショーンは，専門職が科学的な専門的知識のみにもと
づき問題設定をし，問題解決を図る実践を，「技術的
合理性」と批判し，クライアントの独自性や状況変化
に応じて問題設定を問い直し，新たに問題設定を行
い，そして問題解決を行う専門職を提唱した。また，
ショーンはアージリスとともに，過去の学習や成功体
験を通じて獲得した考え方や行動の枠組みにもとづい
て問題解決を図る「シングル・ループ学習」ではな
く，目的や前提そのものを省察し，新たな考え方や行
動の枠組みを取り込みつつ問題解決を図る「ダブル
ループ学習」を提唱した。これらの成人学習論は，日
本でもよく知られておりビジネス界でも多く利用され
ている。
　それに対し，著者は「ダブルループ学習」ではな
く，「トリプルループ学習理論」を構築したが，それ
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はいかなる理由によるのだろうか。根底の問題関心
は，日本で専門職大学院などリカレント教育を制度化
したにもかかわらず，それが十分に拡大しない状況に
対し，どうすれば社会人，企業，大学の三者が循環し
て専門職大学院が発展するのか，そのための学習理論
を考えたいというところにある。そのとき，アメリカ
における専門職の位置づけ，労働市場におけるジョブ
の意味は，日本のそれとは異なるため，アメリカのな
かで発展した学習理論を援用するだけでは不十分，日
本社会における専門職やジョブの状況を踏まえた学習
理論を構築することが必要だとして，「トリプルルー
プ学習理論」に到達した。そうすることで，日本の専
門職大学院もさらに発展すると考えた。
　では，「トリプルループ学習理論」は，「ダブルルー
プ学習」と何が異なるのだろう。トリプルとは，1. 純
粋基礎科学として理論を構築する研究ループ（S ルー
プ），2. 理論を応用したり，臨床の場で利用したり，
市民が問題を提唱し研究者がそこに関わるといった科
学技術ループ（T ループ），3. そして経験的な形式知
や暗黙知といった経験ループ（Ｅループ）の 3 つの
ループである。この 3 つのループを設定することで，
組織において個人間で 3 つのループを連動させて知識
移動することが可能になり，また，個人内においても
3 つのループを回すことができるようになるという。
とりわけ大学院教育は個人内でループを回すための要
だという。これを日本型省察的実践モデルと呼ぶ。
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　なぜ，アメリカ式の「ダブルループ学習」は，日本
に適用できないと考えるのだろう。著者によれば，日
本では職業の専門職化の度合いが低いため，専門職が
優位に立つ「技術的合理性」が生じにくい。また，労
働市場においてはジョブが明確に区分されていないた
め，職務給制度が根付いておらず，多くが職能給であ
ることも，専門職化が進まない原因の 1 つとみてい
る。他方で，職場における反省会や情報交換会などで
の議論を通じて蓄積された知識は，科学的知識ではな
いが，一定の意味をもっている。こうした日本社会の
状況を踏まえると，「トリプルループ学習理論」に
よって知識移動を考えることが有効だという。評者と
しては，E ループという経験的知識，暗黙知に着目し
たことが，ダブルからトリプルへの視点の移行があっ
たのではないかと推測する次第である。
　さらには，著者は，「ダブルループ学習」は，個人
内の学習の問題であるのに対し，「トリプルループ学
習理論」を用いれば，個人内はもとより，個人間の省
察をすることができるという有効性を謳っている。
　そして，この独自の理論が，どれだけ現実を説明で
きるか。日本のビジネススクールの社会人大学院生や
修了生を対象にした，4 つの事例研究を行い，「トリ
プルループ学習理論」を検証する。4 つの研究とは，
1. 社会人大学院生の個人内および個人間の，授業を通
じた知識移動の経験，2. 修了生の修了後 2 年の段階で
の職場での知識移動，3. 知識移動が始まる前の入学時
における大学院生の不安や期待，4. 入学時と卒業時の
個人間の知識移動である。これらの研究の結果，研究
1 からは，ビジネススクールにおいて理論を事例から
学ぶことで，職務で形成した自己の思考パターン（E
ループ）の客観視ができるようになり，新たな知識が
創造できそうな自己効力感が高まっていることが明ら
かになった。研究 2 からは，従来の職務における E
ループとともに，新たに形成した T ループをアップ
デートすべく学び続ける様子が見られた。研究 3 から
は，入学時の E ループが強化学習を起こし，ビジネ
スで必要な価値観とは異なる価値観をもつ必要性を感
じていることが明らかになった。研究 4 からは，論理
的思考，客観的思考に対する価値観が高まり，自尊感
情を高めていることが明らかになった。これらの知見
を総合すると，3 つの学習ループが縦横に形成されて

広がりを見せていることが明らかになり，それを著者
は「層化的トリプルループ学習」と命名した。すなわ
ち，社会人にとってビジネススクールは，3 つの学習
ループを回す要の存在として位置付けることができる
のである。「トリプルループ学習理論」は見事に検証
される。
　この検証を終えて，著者が提唱するのは，「トリプ
ルループ・リカレント・モデル」である。すなわち，
学校卒業後に一定の職業経験を積み，その領域におけ
る E ループを形成する。その後，大学院において科
学技術の使用訓練を受けて T ループを形成する。大
学院修了後は，T ループと E ループを連動させつつ
職務経験を重ねる。さらには，博士課程に進学して S
ループの形成を目指すという選択肢もある，というモ
デルである。そして，これからの日本社会はこうした
個人間，個人内の知識移動が生じる社会となるべきで
あり，そのためには中核となる専門職大学院がどのよ
うな教育を提供し，企業がそこで教育された修了者を
どのように使用していくべきか，そのあるべき姿を提
示する。
　ところで，著者の，なぜ，アメリカでは社会人がプ
ロフェッショナルスクールなどで再学習をしてキャリ
アアップを図るのに，日本ではそれが少ないのか。日
本でも専門職大学院が制度化されたにもかかわらず，
それが企業にも社会人にも必要性の認識が弱いのかと
いう疑問（素朴な問い）。それに対する回答が，「トリ
プルループ学習」が起きていないからだということに
なり，それが生じるような仕組みを構築することで，
日本は「省察的科学技術立国」になることができるの
だと言う。
　なぜ，日本は社会人の大学院における再学習が進ま
ないのだろうという疑問は，評者も同様に持ってお
り，その点では問いはきわめて近いところにある。し
かしながら，著者は，学習理論や心理学の立場からこ
の問いを追究しており，社会学を専門とする評者から
すれば，専門が異なると考えることがここまで違うの
かと，大変興味深く，かつ，新鮮な思いで学びながら
読了した。ただ，評者としては，異なった分野の人間
がどのように本書を読むのかという点からの疑問を提
示したい。
　本書の鍵は，著者が新たに構築した「トリプルルー
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プ学習理論」の日本社会での妥当性である。「ダブル
ループ学習」ではなく，「トリプルループ学習理論」
が妥当する理由として，著者は，日本の労働市場にお
ける専門職化が進んでいないことと，職務給が定着し
ないことに求めている。確かにアメリカとの対比にお
ける日本社会の特質は，そのように言われてきた。し
かし，それを無条件に前提条件としてよいのか。ま
た，専門職として確立はしていないが，著者のいう応
用的，臨床的な科学技術的知識は企業内に多く蓄積さ
れている。それを支える装置が，企業内研修であると
いうこともできる。企業内研修が企業内に閉じたもの
だとして科学的知識ではないとする議論もあるなか，
その点の検討は必要である。加えて，企業内で閉じて
いるからこそ，大学院に外部委託をすることなく，企
業内で 3 つのループを回すことができていると言う企
業人も多い。給与だけでなく訓練費用も負担と感じる
ことなく支払う日本企業は，世界の状況を知る研究者
からみれば不思議な存在であるが，そのなかで，大学
院教育を組み込んだ「トリプルループ学習理論」はど
の程度実践力をもつのだろう。

　もう 1 つの疑問は，「トリプルループ学習理論」の
検証のために日本のビジネススクールを対象に事例研
究をしたことである。日本的モデルの当てはまりのよ
さを検討するためには，日本のビジネススクールを対
象にする必要があろう。そして，そのモデルの当ては
まりの良さは検証された。しかしながら，日本の専門
職大学院は振るわない，それをどうすべきかという問
いを出発点に置き，その解決策を探るという隠れた問
いを明らかにするのであれば，日本のビジネススクー
ルを対象にすることには論理上の矛盾がある。しか
し，アメリカとは異なる「トリプルループ学習理論」
の検証を目的とする以上，日本のビジネススクールを
対象とせざるを得ないという悩ましい問題があったの
ではないかと推察する次第である。
　とはいえ，日本で「トリプルループ学習理論」が普
及することで状況が打開できるのであれば，それは喜
ばしい限りである。

　よしだ・あや　早稲田大学教育・総合科学学術院教授。教
育社会学専攻。

　本書は，重機械工業の中核的企業における技術者の
人事制度の変遷とキャリアを戦前から戦後にかけて分
析した歴史研究である。本書は，最も研究蓄積がある
企業群を対象としながら，独自のアプローチによって
労働研究や経営史・技術史の定説に挑む点で極めて意
欲的な構成をとっている。
　本書の最大の魅力は，緻密な史料的裏づけとインタ
ビューデータをもとにしながら，設計や製造という生
産に関わる中核的な領域で生じる問題や不具合を解決
しようとする取り組みと，それが必ずしも所期の目的
を果たせずに，制度的変遷をたどるというリアルで動

態的な時系列分析をおこなっているところにある。こ
のため本書は単なる制度史研究ではなく，人事制度が
生成するプロセスを明らかにする優れた労働研究書の
ひとつとなっている。
　日本は欧米からの技術導入により明治以降の産業化
を進め，アジアの中で独自の経済的発展を遂げた。産

『 近代日本の技術者と人材
形成・人事管理』
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業の近代化は，技術導入だけでなく，これを担う人材
の育成が必要となるが，欧州を手本として設立された
高等技術教育機関から多くの技術者を生みだすことに
成功した。
　しかし，後発国に共通した幾多の生産上の課題に直
面し，養成された技術者に解決できない問題が職場に
山積していた。特に戦前においては技術者の設計と管
理のスキルには不十分な点が多く見られ，実際の生産
において現場労働者の判断とスキルに大きく依存する
ことが知られてきた。
　以上の点は既存研究において指摘されてきたことで
あるが，本書の特徴は，①産業横断的にさまざまに生
じる技術的課題を，技術者の設計図面の作成能力と現
場労働者（熟練職工）の裁量に焦点をあて，両者の分
業関係から詳細に論じたこと，②技術的課題を解決す
る方法のひとつとして，高等技術教育を受けていない
者を各企業が技術職に採用する人事制度の展開を明ら
かにしたこと，③上記の登用には制約と問題点が存在
し，戦後において登用による昇進ルートが縮小したと
する興味深い主張を提供している。

本書の各章の構成は以下の通りである。

　第 1 章　 戦前期三菱電機の技術開発と技術者の職
能・キャリア

　第 2 章　 芝浦製作所の技術開発と技術者の人材育
成・人事管理

　第 3 章　 戦前期日立製作所の新製品開発と技術者の
行動様式の変容―現場主義の起源

　第 4 章　 戦後日立工場における技術形成と技術者の
職務行動・協働関係・キャリア

　第 5 章　 日立茂原工場における技術開発と技術者人
事管理・キャリアの変容

　第 6 章　 戦前期造船業の技術者人材形成と人事管理
―海軍工廠と三菱造船

　第 7 章　 戦後造船重機企業の技術開発と技術者の人
事管理・キャリア―三菱長崎造船所を中
心に

　終　章　戦後の人事制度改革と技術者

　第 1 章は，戦前期における三菱造船所電機部門を考

察の対象としている。戦前の同部門では，設計は「見
とり」によっておこなわれ，それを製造部門の技能に
より製品へと仕上げるものであった。第一次世界大戦
期に設計技術者の専門性を高める人事施策が採用さ
れ，三菱電機創立後には，ウェスティングハウス社と
の技術提携で設計と製造のマネジメントの近代化が進
み，設計能力の向上を求め，特定の機器ごとに職能を
専門化させることがおこなわれた。
　同社は現場との技術的問題を解決するために，設計
と現場との問題解決のために改良係を設置した。加え
て，工業学校卒業者を主体とした技手が特定領域ごと
に固定的に配置され，彼らがより上位の技師へと昇格
するルートを形成することで技術的課題の解決を試
み，1922 年から 36 年の間に，244 名の技手のうち 98
名を技師に昇格させている。しかしこのような人材の
昇進には制約があり，課長を務めたものはなく，上位
管理職には高等教育卒の資格が必要であった。
　第 2 章では，芝浦製作所の技術開発と人材育成につ
いて検討している。GE からの技術導入を契機に第二
次世界大戦期に事業を拡大した芝浦製作所は，創業当
時から続く職工中心の生産体制に多くの課題を抱えて
いた。設計技術者が現場での製造技術についての知識
が乏しいため，生産に関わる技術的課題の解決を現場
に依存していただけでなく，職工が職員に対し威嚇す
るほど職工の力が強い状況であり，管理上の多くの問
題を抱えていた。1900 年ごろから親方請負制の廃止，
現物合わせから公差による加工へと転換するために
ゲージ類を導入するなど改革を試みていった。同社は
技術者の現場経験も重視し，大卒・高工卒が日給職を
経験する仕組みや，実地経験で技術を身につけた者の
上位身分への登用も継続的に実施していた。
　第 3 章と第 4 章は日立製作所を対象としている。日
立製作所は，戦前から国産技術の開発に積極的な企業
として知られているが，創業者である小平浪平の目指
した国産技術開発とは，欧米の技術知識を習得した日
本人技術者が欧米からの特許・ノウハウの購入や欧米
人技術者の指導を受けることなく，独力で欧米の技術
を活用した電機製品を開発・製造することを志向した
ものであった。しかし，当時の学校出の技術者の学理
的技術知識では，開発・製造は多くの困難と失敗を伴
うものであった。技術的問題の解決には，設計・製造
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の職能を越えた職工との協力が必要であった。標準化
された製品については次第に技術者にも問題解決の知
識とノウハウが蓄積し，職能の専門化によって設計技
術者は現場と距離をおく行動が広がった。
　このような傾向は，新技術への挑戦で新たな解決を
必要とした。日立の事例から，技術者の「現場主義」
はマネジメントの仕組みとして組織全体で形成される
ことはなく，技術者たちにもその重要性についての自
覚に乏しかった面が見られた。人材獲得に困難を感じ
ていた同社は，大卒者を優遇したため高等工業出身技
術者は強い不満を覚えて退職者が出ていたことや，発
電の設計に機械出身者があたっていて極めて不十分な
設計図で製作されていたことなど，大きな課題を抱え
るものであった。
　同社では，1950 年代に外国企業からの技術導入に
よる技術形成が進み，プラントのシステム設計思想も
移入され，1960 年代になると大容量化した火力プラ
ントの独自技術開発が必要になった。新たな技術課題
に取り組む中で，幹部技術者により職能を越えた協業
関係や技術情報の共有化の重要性が認識され，それを
実現する組織・制度が導入されたこと，また技術者た
ちが工員から意見を取り入れる行動様式が現れてきた
事が示されている。
　第 5 章ではではのちに日立がエレクトロニクス分野
への拠点としての役割を持った電子管の開発・設計と
生産を担う茂原工場における 1960 年代の技術者の能
力形成と人事管理制度の変化を扱っている。
　同工場は高度化する技術的要請に対して，設計部門
の組織拡大と専門化で対応していった。開発部を新設
し，工場職制から事業部組織に転換し，課制をユニッ
ト制とした。技術者の業務は，特定分野に専門化する
傾向を強め，細分化し複数で担当することがおこなわ
れるようになった。高度化する技術への対応に大きな
課題を持っていた同社では，技術職制度による技術力
の向上が期待されていたが，特定の製品設計技術を中
心的に担うことが工場長の昇進パターンとして明確に
みられるようになり，技術職制度は当初の目的とは異
なった運用へと変化していったとみられる。
　第 6 章では，戦前の重機械工業を代表する大規模造
船業における職工への企業内教育と現場経験者の登用

制度について考察している。著者は，戦前において①
欧米からの先進的な技術を導入する人材と，②技術を
理解した上で職工を指揮して製品を作り上げる現場の
知識と熟練を備えた人材が求められたとした上で，造
船業の設計と生産における技術的条件において，特に
②の人材が重視され，これが「黌舎」にみられるよう
な教育重視の姿勢とさまざまなルートからの技術者へ
の登用の実態を生みだしたとする。
　登用ルートとして，中等技術教育と現場経験により
実務的技術知識を獲得した者の技術職員への昇格や，
企業内教育により学理的技術知識を身につけた職工
や，夜学，独学などさまざまな教育機会を活かして技
術知識を獲得した熟練職工からの登用についてデータ
をもとに明らかにしている。これは，造船業において
設計部門から現場に流される図面が基本設計の図面に
とどまり，これを補うための製造現場の設計・製図と
現場における課題解決が必要だったからである。
　第 7 章では，戦後の三菱長崎造船所の分析を中心と
して，戦前と同様の身分制度的な性格を受け継いだ人
事制度の下で，経験を積んだ現場の労働者が技術系職
員に登用される制度が存在していたこと，しかし，そ
れが職能資格給制度を採用し，1969 年に実施された

「新従業員制度」以降では，工員から職員への登用が
縮小していったことが示される。
　終章では，本書の主張をもとに，戦前と戦後におけ
る通説に再検討をおこなっている。経営史や技術史に
おける戦前の高等技術教育の評価についての見直し
と，戦後における職員と工員の身分制度撤廃に関わる
新たな議論の必要性を提起している。
　以上が本書の要約である。日本の製造業が大きな岐
路に立ち，アジア諸国が日本と肩を並べ，追い抜くよ
うな発展をした現在，歴史研究に求められるものは，
必然的に異なったものとなろう。本書は，著者の独自
の観点が確かな実証でひとつの歴史観として明確に示
されており，近代日本の労働を再検討する際に最も重
要な研究のひとつとなるであろう。
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